
がまごおり 議会だより H27. 11

10

へ
の
出
場
に
つ
い
て
は
２
万
円

に
増
額
し
た
。

問　

国
内
の
大
会
へ
の
出
場
に

対
す
る
激
励
金
の
増
額
に
つ
い

て
の
考
え
は
。

答　

要
綱
で
日
本
体
育
協
会
に

加
盟
し
て
い
る
協
会
等
で
全
国

的
に
組
織
さ
れ
て
い
る
団
体
が

主
催
の
場
合
に
支
給
す
る
と
し

て
い
る
が
、
全
日
本
学
生
選
手

権
大
会
等
こ
の
要
件
に
該
当
し

な
い
大
会
も
あ
る
こ
と
か
ら
、

基
準
に
つ
い
て
議
論
が
必
要
だ

と
考
え
て
い
る
。

●
水
道
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
１

億
７
３
０
９
万
円
の
純
利
益
を

計
上
し
、
当
年
度
未
処
分
利
益

剰
余
金
は
会
計
制
度
の
見
直
し

に
よ
り
31
億
３
８
４
５
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

●
病
院
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
20

億
４
１
３
１
万
円
の
純
損
失
を

計
上
し
、
当
年
度
未
処
理
欠
損

金
は
１
３
２
億
８
８
０
４
万
円

に
増
加
し
て
い
ま
す
。

●
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

会
計

　

年
間
の
売
上
額
は
７
０
０
億

７
４
７
８
万
円
で
、
前
年
度
比

13
・
５
％
の
増
、
本
場
入
場
人

員
も
45
・
１
％
の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

条
例
の
制
定
・
改
正

●
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
施
行
に

　

伴
う
条
例
改
正

（
第
58
・
59
号
議
案
）

　

「
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定

の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
」

の
施
行
に
伴
い
、
２
つ
の
条
例

を
改
正
し
ま
す
。

　

個
人
情
報
保
護
条
例
に
つ
い

て
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
付
番

に
よ
り
特
定
個
人
情
報
と
し
て

保
護
す
る
必
要
と
な
っ
た
個
人

情
報
の
範
囲
の
調
整
、
特
定
個

人
情
報
利
用
や
提
供
の
制
限
を

新
設
、
自
己
情
報
の
閲
覧
等
の

請
求
者
に
任
意
の
代
理
人
を
追

加
す
る
等
の
改
正
を
行
い
ま
す
。

　

市
税
条
例
に
つ
い
て
は
、
市

民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
、
特
別
土
地
保
有
税
、
入

湯
税
の
各
税
目
に
お
け
る
申
請

書
等
の
記
載
事
項
に
個
人
番
号

又
は
法
人
番
号
等
を
明
記
す
る

よ
う
規
定
し
ま
す
。

●
本
会
議
で
の
主
な
論
点

賛
成
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
活
用
し
、

電
子
化
を
進
め
、
効
率
化
を
図

る
こ
と
が
今
後
の
地
方
行
政
に

必
要
と
考
え
、
こ
の
制
度
そ
の

も
の
を
推
進
す
べ
き
と
考
え
る
。

　

２
つ
の
条
例
は
こ
の
制
度
の

開
始
に
伴
う
規
定
の
整
備
が
適

切
に
行
わ
れ
て
い
る
。

反
対
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
利
用
し

て
い
る
国
で
は
、
な
り
す
ま
し

や
詐
欺
等
が
多
発
し
、
対
策
が

と
れ
て
い
な
い
。
制
度
自
体
を

中
止
す
べ
き
。

反
対
行
政
や
産
業
界
の
メ
リ
ッ

ト
が
強
調
さ
れ
、
市
民
の
理
解

が
得
ら
れ
て
い
な
い
。
リ
ス
ク

も
大
き
く
準
備
も
不
足
し
て
い

る
た
め
、
現
時
点
で
制
度
の
導

入
を
見
送
る
べ
き
。

●
市
民
病
院
特
定
認
定
再
生
医

療
等
委
員
会
条
例
の
制
定

（
第
63
号
議
案
）

　

蒲
郡
市
民
病
院
に
「
再
生
医

療
等
の
安
全
性
の
確
保
等
に
関

す
る
法
律
」
に
定
め
る
特
定
認

定
再
生
医
療
等
委
員
会
を
設
置

し
、
再
生
医
療
等
提
供
計
画
の

審
査
等
業
務
を
行
う
た
め
に
条

例
を
制
定
し
ま
す
。

●
文
教
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

問　

委
員
会
を
設
置
す
る
メ
リ

ッ
ト
は
な
に
か
。

答　

審
査
を
通
じ
た
再
生
医
療

の
知
識
の
向
上
が
図
ら
れ
る
こ

と
、
再
生
医
療
を
行
っ
て
い
く

こ
と
で
臨
床
の
場
で
再
生
医
療

に
関
与
で
き
、
ま
た
知
識
を
得

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な
り
、

● 最近3か年のモーターボート競走事業会計からの繰出金
年度

会計名
一 般 会 計

区画整理事業
下水道事業
水 道 事 業
病 院 事 業

合　　　計

特別会計

企業会計

平成26年度

0
3億円

5億4千万円
0

12億6千万円
21億円

平成25年度

0
2億1千万円
5億5千万円

0
12億4千万円

20億円

平成24年度

0
2億円
6億円
0

12億円
20億円

○歯周病健診対象年齢の拡大ならびに委託料に関

する陳情

提出者　　蒲郡市歯科医師会　会長　酒井基裕氏

審査結果　採択

○市内小学校及び保育園におけるフッ化物洗口事

業の個人負担無料化の陳情

提出者　　蒲郡市歯科医師会　会長　酒井基裕氏

審査結果　採択

○定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国

庫負担制度の堅持及び拡充を求める陳情書

提出者　　蒲郡市教員組合

　　　　　執行委員長　彦坂 繁氏　はじめ 372 名

審査結果　採択

①定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制 
度の堅持及び拡充を求める意見書

内閣総理大臣、内閣官房長官、文部科学大臣、財務大臣、
総務大臣

（○内の数字は、意見書案番号）

■ 陳　情

■ 意見書　


